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1．はじめに 
 日本の橋梁(長さ 15m 以上)の約 40％は 1950～70 年
代の高度経済成長期に建設されている.現在，高度経済
成長期に建設された橋梁が老朽化してきている.その
原因としては,中性化,塩害,凍結融解作用,活荷重等に
よる疲労などが挙げられている.中でも島国である日
本にとって塩害は深刻である.塩害の主要因は海から
の塩分の飛来である．既往の研究では，構造物に付着
した塩分測定 1)や単一構造物を対象にした評価 2)が多く
報告されている．しかし構造物へ飛来するまでの環境
作用を考慮した広い範囲に適用できる評価は十分では
ない．また，飛来塩分の測定方法は主にドライガーゼ
法と土研式タンク法が採用される．これらはそれぞれ，
10cm四方のガーゼを雤水がかからない覆いの下に設置
して飛来塩分を捕集する方法と，同じく 10cm 四方の開
口部に飛来する塩分を蒸留水で洗い流しポリタンク内
に捕集して塩分濃度を測定する方法である．これらは
どれも費用・期間・労力を多く必要とするものである． 
そこで本研究では，環境作用を考慮し広い範囲に適
用できる評価と費用・期間・労力が尐なく簡易な評価
とするため，飛来の主要因であり比較的観測が容易な
風による飛来塩分量の定量評価を目的とする． 
2．分析手法 
 全国飛来塩分量分布 3)を基に塩害事例の多い新潟県
を対象に分析する．使用する風データと飛来塩分量デ
ータは，それぞれ気象庁 4)と土木研究所資料 5),6)のデー
タである．異なる機関のデータであるため，観測地点
の誤差が存在する．これらを比較できるよう海岸の値
に補正して関係を分析する．その際，飛来塩分量の地
形による影響や風環境の評価を行い，これらを考慮し
た風と飛来塩分量の関係を示す．採用する飛来塩分量
データは土研式タンク法により測定されたデータであ
り，1 機につき 1 方角のみの測定であるため，比較する
風データも任意方向のデータを採用する．また，海岸
で評価した飛来塩分の内陸輸送についての評価も行う． 
3．分析結果 
3.1 風速と飛来塩分量 
 海岸補正する前に風速と飛来塩分量の大まかな関係
を分析する．図-1に，1986 年 12 月 10 日～1987 年 12
月 9 日の月単位飛来塩分量とその期間の近似できる気
象観測地点における平均風速の関係を示す．同じ月単
位のデータであるが，飛来塩分量は 1 ヶ月の堆積デー
タであり，風速は日単位の値を月平均した値である．
また，飛来塩分量の単位である mdd とは，mg/dm2/day
の事で 1 日に 10cm 四方に飛来する塩分量であり，1 ヶ
月の堆積データを日数で除して算出する．図-1より，
風速と飛来塩分量は同様の傾向を示しており，飛来塩
分量の風速依存度が高いと考えられる． 
3.2 飛来塩分量分析 
3.2.1 護岸型による分析 
 飛来塩分の発生源は海岸であるため，海岸の護岸型
による影響を分析する．図-2に離岸距離に対する飛来
塩分量を岩磯，防波堤，消波ブロックと砂浜に分けて
表したグラフを示す．図-2より，離岸距離が 300m 以
下の範囲では，それぞれに差が確認できるが離岸距離
が大きい範囲では，大きな差が確認できない．この原
因として，海水滴と海塩粒子の影響が考えられる．海
水滴は波がものに衝突した際に飛び散る飛沫の事で，
比較的大きい粒径である．海塩粒子は波が砕波，また
はものに衝突し空気が海中に取り込まれ気泡が発生し，
海面で破裂して生成されるエアロゾル粒子の事で，比
較的小さい粒子である．これらの特徴より，岩磯，防
波堤，消波ブロックでは塩分量の多い海水滴が多く生
成され，砂浜では塩分量の尐ない海塩粒子が生成され
る．離岸距離 300ｍ以下の範囲では，海水滴と海塩粒子
の差が顕著に表れたため，図-2に示す結果となったと
考えられる．また，離岸距離が大きい範囲において，
自重が大きく遠くへ飛来しづらい海水滴は測定されず
海塩粒子のみが測定されたため，差が確認できなかっ
たと考えられる．本研究では広範囲に影響を及ぼす塩
分を対象に分析するため，図-2より海水滴の影響を大
きく受ける離岸距離 300ｍ以下の範囲を対象外とする． 
3.2.2 山の有無による分析 
 風と異なり飛来塩分は自重があるため，山などの大
きな障害物を越えづらいと思われる．このような影響
を分析するため，海から測定地点までの輸送過程にお
 
図-1 風速と飛来塩分量の関係 
 
図-2 護岸型による飛来塩分量 
ける山通過の有無による分析を行う．本研究の山の定
義として地理情報システム（GIS：Geographic Information 
System）の地形データ 7)より山と認識でき，標高 100m
以上とした．山の有無によりグループ分けした飛来塩
分量分布を示した結果，山通過ありのデータは比較的
に低い値を示しており，山通過なしのデータは広く分
布した．これは，山の遮蔽効果が原因と考えられる．
飛来塩分は風により輸送されるが，挙動が等しいわけ
ではない．これに加え，山岳地帯は複雑地形により分
析は容易ではないため，本研究では山岳地帯を除外し
て分析する．また，風の分析の際も同様の処理を行う． 
3.3 風環境分析 
 風データは，（気象観測地点 12 地点）×（1 時間 1 サ
ンプルの 24 データ/日）×（1 年間 365 日）＝105,120
データセットの風速・風向データを用いる．ここで採
用する気象観測地点は，山に囲まれていなく，海側か
らの風を受ける地点を選定した． 
3.3.1 地点ごとの風速・風向の相関 
 海から吹く風の内陸での挙動を把握するため，各地
点で観測された風の関係性を分析する．各地点で観測
された風速（量的データ）・風向（質的データ）データ
セットに相関があるか分析するため，相関比を求める．
図-3に，各地点の風速・風向の相関比を示す．1 日に
24 個の相関比が算出されるが，それらの平均値を求め
月別に示した．相関比は 0～1 の値を取り，0 に近いほ
ど相関が弱く，1 に近いほど相関が強いことを示す．図
-3より，どの月も相関比が低い値であり，各観測地点
の風速・風向の相関が弱いことを示している．しかし，
相関比は同じカテゴリに分類されている数値が近い値
を取り，異なるカテゴリに分類される数値が離れた値
を取るときに，良い値を示す．つまり，風向ごとの風
速に相関がある場合でも，相関比が小さいと判断され
てしまう場合がある．相関比が小さい値を示した原因
として①風速・風向ともに相関が弱い②風速は相関が
強いが風向は相関が弱い③風速は相関が弱いが風向は
相関が強い，この 3 つが挙げられる．以上のように相
関比のみでは的確な分析が困難であるため，観測地点
ごとの風速・風向の相関を別々に分析する． 
 各観測地点との風速の相関を分析するため，同時刻
の各観測地点の風速の標準偏差を算出した．標準偏差
は全体的に大きい値を示し，その中でも比較的に冬季
に大きい値を示し夏季に小さい値を示した．しかし，
規模を考慮した変動係数が一定であるため，ばらつき
具合はどの月も同様である．各観測地点の風速の標準
偏差は，月毎に差はあるが比較的に大きい値を示して
おり，相関が弱いと判断できる． 
 各観測地点との風向の相関を分析するため，図-4に
風向誤差を表したグラフを示す．風向誤差とは，北か
ら時計回りに 0～15 の数字を当てはめ，各観測地点と
の風向の相対誤差を時間ごとに数量化し，それを月毎
に平均化した値である．また，誤差が 9～15 を示した
場合，それぞれ順に 7～1 の値を取るように変換する．
そうすることで，風向誤差の取る範囲を 0～8 とし，0
に近いほど各観測地点との風向誤差が小さいことを表
す．図-4より，どの月も風向誤差が非常に小さく，各
観測地点との風向誤差が小さいことを表している．よ
って，各観測地点の風向は相関が強いと判断できる． 
 以上より，各観測地点との風速は相関が弱く各種要
因により変動し，風向は相関が強く風が一定の流れで
あると考えられるため，③風速は相関が弱いが風向は
相関が強い，これが妥当である． 
3.3.2 風速の距離減衰 
 各地点との風速に相関が弱い原因として，気圧分布
や地表面粗度による影響が考えられる．地表付近では
気圧分布が乱され，地表面粗度も地域により様々であ
る．これらを一挙に考慮することは容易ではないため，
各種要因を総じて距離減衰として評価する．これは，
離岸距離に対する風速の傾向を示すものである．また，
ここでの分析は海側からの風のみを対象とする．図-5
に，離岸距離に対する風速を表したグラフを示す．図
-5より，離岸距離が大きくなるに従い風速のばらつき
が収束する傾向が確認できる．離岸距離に対して風速
は減衰傾向を示しており，各観測地点との風速に相関
が弱い原因として距離減衰による風速の変動であると
考えられる． 
 図-5の傾向を捉えるため❶図-4での風向誤差が 0.3
以下❷同時刻での各地点の風向が 5 地点以上等しい❸
十分な離岸距離（10,000m 以上）に対するデータが存在，
これらを満たすデータを抽出する．そして，それぞれ
の離岸距離に対する風速グラフより近似式を求め，そ
の切片での風速（海岸での風速）と距離減衰率である
傾きの関係を分析する．図-6に切片風速と距離減衰率
の関係を表したグラフを示す．図-6より，切片風速が
大きくなるに従い距離減衰率も増加する傾向が確認で
きる．これは風速が大きいと地表面粗度により受ける
摩擦力も大きくなるためと考えられる．図-5，図-6よ
り，離岸距離に対する風速は海岸での風速により減衰
傾向が異なる．また，それらの傾向を量的に捉えるこ
とができた． 
 
図-3 風速・風向の相関比 
 
図-4 風向誤差 
 
図-5 離岸距離に対する風速 
3.4 風速による飛来塩分量の定量評価 
 風速により飛来塩分量を定量評価する．図-6の距離
減衰率などを使用し，風速や飛来塩分量を海岸での値
に補正する．図-7に飛来塩分量と風環境の分析結果を
反映させた風速と飛来塩分量の関係を示す．図-7より，
飛来塩分量は風速が大きくなるに従い指数関数的に増
加する傾向が確認できる．併せて示した近似式により
飛来塩分量を定量的に評価できるが，ばらつきが存在
する．また，風速の度数分布に比べ飛来塩分量の度数
分布は低い値に集中しているため，近似式は分布帯の
ばらつきの下側に存在している．よって，過小評価し
てしまい推定より危険側に評価される可能性があるた
め，このばらつきを考慮した評価の検討が必要である． 
3.5 飛来塩分量推定アルゴリズム 
 ここまでの分析結果と粒径考慮した飛来塩分の内陸
輸送評価を基に構築した飛来塩分量推定アルゴリズム
を示す．推定には⓵飛来塩分量を推定したい地点に近
似できる風速・風向データ⓶風観測地点の風向方向の
離岸距離⓷飛来塩分量を推定したい地点の離岸距離，
これらのデータが必要である． 
 最初に，観測風速と離岸距離から切片風速を求める．
切片風速 x [m/s]・離岸距離 y [m]・距離減衰率 c [s-1]・
任意地点の風速w [m/s]の関係は，式(1)のように表せ，
距離減衰率 c [s-1]は図-6の近似式（式(2)）より求める
ことができる．そして，式(1)と式(2)よりデータ⓵と
⓶を使用し切片風速を求める式(3)を導ける． 
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 次に，海岸での飛来塩分量を算出する．式(3)により
求めた切片風速を使用し図-7の近似式（式(4)）より，
海岸での飛来塩分量mdd [mdd]を算出する． 
 最後に，粒径考慮した内陸輸送評価と任意地点での
飛来塩分量評価を行う．海塩粒子は簡単に表現すると
水平方向（輸送力）に風速，鉛直方向（沈降力）に粒
径の大きさによる自重の影響を受け，飛来する．ここ
で，輸送力である風速は式(1)により表すことができる
が，沈降力は式(4)で算出した飛来塩分量に，どの粒径
が何個存在するか，また粒径の大きさに対する沈降速
度を考慮して表す必要がある． 
海塩粒子の粒径範囲は 1～50μmであり粒径分布は式
(5)のような対数正規分布に従う 8)．また，沈降速度W
[m/s]は粒子直径 d [μm]に対して式(6)のように表せ 9)，
粒子直径 d [μm]の 1 飛沫に含まれる塩化物イオン量 Z
[mg]は式(7)のように表せる 10)． 
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以上を踏まえ，式(8)を導く．算出した飛来塩分量mdd
[mdd]は，粒子が粒径分布𝑓(𝑑)で存在し，各粒径の個数 S
[個]と塩化物イオン量Z [mg]の積を，存在する粒径範囲
1～50μmで積分した値である．この関係式より粒子の
総個数 S [個]を求める． 
   mddddZfS d 
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そして，データ⓷の任意離岸距離まで到達する最大粒
径を求める．式(1)～式(3)，式(6)より式(9)が導け，d
[μm]について解くと式(10)が得られる．ここで，任意
離岸距離 y [m]，海岸での高さ h [m]である． 
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式(10)で求められる d [μm]が，任意離岸距離 y [m]まで
輸送される最大粒径である．よって，1～ d [μm]の粒径
の海塩粒子が輸送されるため，任意地点の飛来塩分量
dmd  [mdd]は式(11)により，推定できる． 
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 以上のような飛来塩分量推定アルゴリズムをデータ
⓵～⓷を入力するだけで行えるエクセルシートを作成
した．これにより，実測値との整合を評価する． 
3.6 実測値との整合 
 図-8に，アルゴリズムでの推定値と実測値を比較し
たグラフを示す．図中の直線上に近いほど，整合が取
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図-6 切片風速と距離減衰率の関係 
 
図-7 海岸での風速と飛来塩分量の関係 
 
図-8：実測値と推定値の比較 
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れていることを表し，直線の下側が過大評価（安全側）
であり，上側が過小評価（危険側）である．図-8より，
比較的に直線に近い値を示しているデータもあれば，
逸脱したデータも存在する．この原因として，地形に
よる影響と風速データの変動による影響が考えられる．
しかし，地形条件において逸脱データと整合が取れて
いるデータに明確な差は確認できなかった．また，風
速データは月平均を使用するため，変動が大きいと思
われたが逸脱データと整合が取れているデータで風速
の変動係数に大きな差は確認できなかった．他に，図
-7における分布帯の「ばらつき」が考えられる．この
「ばらつき」は，風観測地点と飛来塩分量測定地点の
誤差やミクロな地形条件，実際の風速と飛来塩分量は
連続値であるが離散値（風速の 1 時間 1 データ）と堆
積値（飛来塩分量の 1 ヶ月分の堆積）を使用している
ため，生じたものと考えられる．これら種々の原因を
改善することは容易ではない．そこで風速と飛来塩分
量の関係より，確率的に飛来塩分量を評価する． 
3.7 確率を用いた飛来塩分量の定量評価 
 図-9に示す各風速帯における飛来塩分量分布より，
式(4)で算出する飛来塩分量が，妥当評価・過大評価・
過小評価である確率を求める．図-10に，各風速帯の妥
当・過大・過小評価確率を表したグラフを示す．図-10
より，妥当評価確率は 20％程度でほぼ一定であるが，
過大・過小評価確率は風速帯により大きく変動する．
特に，過小評価確率が大きくなる風速 1.5～2.5m/s，
5.5m/s 以上の範囲が危険と考えられる． 
3.8 指数近似と多項式近似の比較 
 図-7の近似形式として指数近似（式(4)）を採用して
きたが，多項式近似での評価と比較する．多項式近似
での近似式 dmd  は，式(12)のように表せる． 
1709.00036.00174.0 2  xxdmd   (12) 
 図-11に，指数近似と多項式近似で求めた妥当・過
大・過小評価確率を示す．図-11より，指数近似と多項
式近似で妥当評価確率に大きな差は確認できないが，
過大評価確率と過小評価確率には差が確認できる．過
大評価確率は指数近似より多項式近似の方が上回り，
過小評価確率は指数近似より多項式近似の方が下回る
結果となった．  
 以上より，過小評価を防ぐ観点から判断すると多項
式近似の方が危険側評価の確率が小さく良い評価であ
る．過小評価確率が小さくなる半面，過大評価確率が
大きくなってしまうが，過大評価の誤差範囲（0～妥当
評価値）は狭いため過大評価確率は大きくなっても誤
差量は比較的に小さく済む．また妥当評価確率はどち
らも同様な値であるため，この点において比較するこ
とは難しい．これらの考察より多項式近似による評価
が望ましいと考えられる． 
推定値との誤差を定量的に評価する．図-12に，推定
値の誤差量を確率的に示す．横軸の「超過飛来塩分量」
は推定値より超過する量であり，縦軸の「超過確率」
は実値が，推定値＋「超過飛来塩分量」の値以上の飛
来塩分量になる確率を表している．これらを風速帯別
で表したグラフである．以上より，飛来塩分量評価の
不確実性を定量評価することができる． 
 
4．おわりに 
 構造物への飛来塩分を定量評価するため，その主要
因である風環境との関係を分析した．地形条件による
影響や風環境の分析を行い，これらを考慮した風速と
飛来塩分量の関係を示した．また，海塩粒子の粒径の
大きさを考慮した飛来塩分量推定アルゴリズムを構築
し，塩分の内陸輸送を評価した．そして，確率を用い
ることにより飛来塩分量を定量評価することができた． 
 今後の展望は，鉛直方向の飛来塩分分布と風環境と
の関係を分析することで，精度向上が見込める． 
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図-9 各風速帯における飛来塩分量分布 
 
図-10 妥当・過大・過小評価確率 
 
図-11 指数近似と多項式近似の評価確率の比較 
 
図-12 超過確率概要図 
